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⽶国州税 
〜⽶国顧客との直接取引に関する⽶国課税リスク〜 
 

知らない間に⽶国で売上税の対象となっている 

近年⽇本企業が⽶国顧客と直接販売取引を⾏うケースが増加しているが、越境取引の増加に伴い⽶国では数年前より売上税の対象
者が徐々に拡⼤されており、知らず知らずのうちに⽇本企業が⽶国で売上税の対象となり、多額の売上税リスクを抱えることが問題とな
っている。2022 年の急激な円安の影響もあり、販売ボリュームは増加傾向にあると⾒られており、今後⽶国の売上税リスク管理はますま
す重要度が増すものと考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⽶国州売上税の仕組み 

⽇本の消費税と同様に、原則として売⼿に徴収・納付義務が課される州管轄の税⾦であり、税制の⼤枠は各州共通であるものの、細
かいルールは州ごとに異なる。徴収・納付義務（専⾨⽤語で「ネクサス」という）が⽣じる売⼿は売先の州と⼀定以上のつながりがある場
合に限られ、従来は物理的なつながりがない場合にネクサスが⽣じるケースは⽐較的まれであった。近年は物理的なつながりに加え、年間
⼀定以上の売上（⼜は取引件数）を州内顧客から得る場合にネクサスを認定するルールを各州が導⼊している（ただし、アラスカ州、デ
ラウェア州、モンタナ州、ニューハンプシャー州、オレゴン州は売上税を課していない）。売上基準額は州により異なるが、低い州では年間
10 万ドルの売上でネクサスが⽣じることになる。 
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ネクサスが⽣じた場合、売⼿は顧客から売上税を徴収し、⾃ら申告、納付を⾏う義務を負うが、徴収を怠った場合に税務当局は売⼿に
対して追徴を⾏うことができる。徴収義務を認識しておらず将来的に追徴を受けても、その時点で顧客に売上税の⽀払を求めることは難
しく、本来の税負担者である顧客に代わって売⼿である⽇本企業が売上税を納めることが通常である。また、多くの州では再販売、製造
設備や試験研究⽬的の購⼊は免税とされているが、事前に書⾯での⼿続を⾏う必要があるため、売⼿が⼿続を怠った場合には本来免
税であった取引が課税対象となるため、その場合も同様に顧客に請求することは難しい。 

 

売上税以外の課税リスク 

売上税と同様に、そのほかの税⾦についても⽇本企業が⽶国で課税を受ける事例は増加傾向にある。ニューメキシコ州、ネバタ州、オハイ
オ州、オレゴン州、テネシー州、ワシントン州等の限定的な州においては、州内の顧客から得る売上、役務対価等の収⼊に対し事業税を
課している。課税対象取引、税率、控除の有無等の詳細規定は州により異なるが、物理的なつながりがない場合も、⼀定以上の収⼊
を得ることで税⾦が課される点は⼀致している。また、これらの事業税は原則として売⼿に課される税⾦であり、取引価格を引き上げる以
外に顧客に転嫁する⽅法がない点には特に留意が必要である。 

 

追徴リスク対策 

多くの州では、州当局からコンタクトを受ける前に⾃ら名乗り出た納税者に対するペナルティ免除等の宥恕措置が設けられており、事前⼿
続を怠った免税対象取引について遡及的に追徴を回避できる可能性もある。⽶国の顧客へ直接販売を⾏っている⽇本企業で過去に売
上税や事業税対応を⾏っていない場合、早急に潜在的な追徴リスクを洗い出し、対応措置を講じると同時に、今後の課税リスクを回避
⼜は軽減するための管理体制を構築することが推奨される。 

 

当社での対応事例 

事例１：機械製造業者 

従来から複数の州に跨り⽶国顧客と直接取引を⾏っていたが、売上税に関するリスク認識がなかった。別件の税務プロジェクトに関連し
て潜在的売上税リスクが明らかになり、納⼊先の各州について調査したところ、複数の州において売上税対応が必要であったことが判明
した。遡及的な対応をとり、多くの州では課税は回避できたが、⼀部の州において納税が必要となった。 

事例２：e コマース及びネット販売事業者 

B to C で e コマース及びネット販売事業を⽶国顧客に対して⾏っており、⽶国のほぼ全州で売上が上がっていた。当社及びデロイト⽶国
の専⾨チームと連携し、各州の税制に適切に対応するための管理体制を構築することができた。 
 
事例３：情報提供サービス事業者 

⽶国内特定州の顧客に⽇本市場に関する情報を提供し、定期的な報酬を得ていたが、事業税の対応を怠っていた。事業税リスク認識
の後、迅速に宥恕措置の申請を⾏ったことでペナルティの免除を受けることが可能となった。 

おわりに 
デロイト トーマツ税理⼠法⼈では、⽶国税務に関して豊富な知⾒を持つ専⾨チームを有し、⽶国連邦税・州税専⾨家とのパイプラインを
通じて常に最新情報を⼊⼿の上、充実した⽶国税務アドバイザリー及びコンプライアンスサービスを提供している。今回、ニュースレターでご
案内した内容のほか、⽶国税務全般においてご不明な点等があれば、ご相談いただきたい。 
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Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, and it cannot be used 
by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any governmental taxing authority or agency. 

 

過去のニュースレター 
過去に発⾏されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 
 

お問い合わせ 
⽶国税務に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理⼠法⼈ 東京事務所 US デスク  
パートナー 前⽥ 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 
パートナー 平⼭ 伊知郎 ichiro.hirayama@tohmatsu.co.jp 
マネージングディレクター ⽵内 洋⼈ hiroto.takeuchi@tohmatsu.co.jp 
シニアマネジャー 倉本 光恵 mitsue.kuramoto@tohmatsu.co.jp 
シニアマネジャー 五⼗嵐 寿⾏ hisayuki.igarashi@tohmatsu.co.jp 
マネジャー 栗原 義明 yoshiaki.kurihara@tohmatsu.co.jp 
マネジャー ⾼橋 英絵 hanae.takahashi@tohmatsu.co.jp 
マネジャー Lee Jiseon（イ ジソン） jiseon.lee@tohmatsu.co.jp 

所在地 〒100-8362  
東京都千代⽥区丸の内三丁⽬ 2 番 3 号 丸の内⼆重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 
email tax.cs@tohmatsu.co.jp 
会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 
税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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